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華人民共和国と

まで遡って，中

主義の侵略」

をどうとらえるかについては

中華民国の歴史的変遷につい

国社会主義体制が日本の侵略

に対する総力戦の体制である

は じ め に

様々な問題意識がなされてい

て，隔絶よりも継続性の視

の産物であり，相対的に後

と指摘した。このような見解

る。奥村（ ）は，中

点から，つまり日中戦争

進的な国における「帝国

に対して，村田（ ）

は中国が現在で

会主義ではない

意識は対照を

歩みを辿ってき

組みとして捉え

中（ ）であ

目指す革命組織

革の遂行」を第

も社会主義を掲げ続けている

かのように叙述されている点

成している。石原・小島（

た。これは，中華人民共和国

たものである。さらに，革命

る。田中は 年を「中華民

による国家権力の掌握」を第

二段階と規定し， 年は近

ことの意義を強調し，改革

に強く異議を唱えている。

）は 年で区切り，原典資

の成立をもって歴史の終着

史的な視点に立って 年

族の解放」であるとし，

一段階とし，その後は「掌

代国民国家として自立した

開放後の中国がもはや社

この点では，両氏の問題

料に即して現代中国の

点とみなし，革命史的枠

の意義を強調したのが田

年以前は「社会変革を

握した権力による社会変

こと，同時にそれは「中

―

華民族」の帝国

重要な論点は

点は中国現代史

である 年代

年以来，

も進展してきた

主義による抑圧・搾取からの

社会主義建設期以前からの連

研究の大きな課題であり，論

を研究する意義は，その重要

中国は工業化を国家の経済発

。中でも，都市
）
の住宅問題は

（ ）

解放であったと指摘した。

続性をどう評価するかとい

争の焦点となっている。こ

性を増している。

展の中心に据え，意図的か

都市化が生み出す重要問題 ―

う点である。現在，この

のため，新中国成立直後

つ強力に推進し，都市化

の一つであり，貧困問題



の象徴だとも

革が推進されて

代の都市住宅制

年代中国にお

言える。改革開放以後 年以

いるが，なお完全な成功を収

度の原点である 年代の住

ける「新しい住宅問題」（余）

上にわたり，住宅制度（低家

めていない
）
。本稿ではこの

宅問題と住宅政策を検討す

賃，福祉的な実物供給）改

原因を解明するため，現

ることを課題としている。

年代の都

蘇星（ ，

因として，歴史

住宅は消費財で

家賃を引き上

年代前半

代化＝工業化

市住宅問題に関する研究は多

）は，量的不足が住宅問題

的要因，住宅建設を大きく上

ありかつ商品であるという認

げることを提言していた。越

までの都市問題の実態にかか

＝都市化という常識を打ち破

くないが，いくつかの重要

の中心であったと指摘してい

回る都市人口増加，低家賃

識をもって労働に応じて分

沢（ ）は都市計画と都市政

わって，都市問題とは実は

ることを述べ，「都市化なき工

な成果が収められている。

る。同論文は，その原

制度をあげ，対策として，

配すること，そして，低

策の視点から， 年

農村問題であること，近

業化」という概念を強

調した。彼は，

盾であり，農村

住宅問題の解決

降の都市人民公

価していた。

なったが，その

く追いつかなか

年代の都市住宅問題につ

から大量な人口が都市へ流入

は農村問題の解決によらなけ

社という新しい組織に高い期

毛里（ ）は，都市住宅水準

原因は 年代半ば以降の都

ったためであると指摘した。

いて，それは都市人口の急

することに問題の本質があ

ればならないことを指摘し

待を寄せ，都市計画の新し

が全国城鎮で 年代半ばよ

市人口の無秩序な増加に対

また同論文は住宅政策とそ

激な増加がもたらした矛

ること，したがって都市

た。その上で， 年以

い原理の創造であると評

り悪化し，社会問題と

して，住宅供給がまった

の成果を，建築面積と資

本投下の両面か

「自建公助」に

しかし，これ

点がいくつか残

成，およびそれ

題，住宅難世帯

住宅政策とその

都市住宅の所

ら検討し，労働者や職員住宅

よる住宅建設は全体の１割に

らの研究成果にもかかわらず

されている。例えば，都市住

らが住宅問題に及ぼした影響

と住宅格差の状況，及び住宅

成果を検証したい。

有権について，中岡（ ）

の大部分が国家基本建設投

も満たないと述べている
）
。

，都市住宅問題の全体像を

宅問題の実態，住宅所有形

などがあげられる。 年

問題がさらに悪化した要因

は毛沢東時代（ 年代初期

資に依存していることで，

解明する上でなお不明な

態の変化と公有住宅の形

代に生じた新しい住宅問

を明らかにするとともに，

年代後半）の都市住

宅はほとんど

成立とともに都

建材市場は閉鎖

（ ， ）は

人所有の住宅を

のみとなったと

ついてより詳細

が公有住宅であったと指摘し

市の土地が国有化されるとと

され，個人が住宅を建設する

，新中国成立後個人住宅の建

除いて都市住宅は公有化され

指摘している。これらの研究

に検討すると，なお補足や厳

ている。小島（ ， ，

もに，住宅用建材は生産財

ことは事実上不可能であっ

設はなされておらず，成立以

，都市での新規住宅建設は

は貴重であるが，都市住宅

密な記述が必要である部分

）は，新中国の

であるため配給制となり，

たと指摘している
）
。新家

前から引き継がれた個

政府による公有住宅建設

の所有関係とその変遷に

が存在する。近年公表さ

―

れた諸資料に基

住宅，私有住宅

変化したのか，

ついても検討し

づき， 年代の中国都市に

と公私共有制住宅がどのぐら

その変化が住宅問題にどのよ

たい。

（ ）

おける住宅所有関係とその

いの割合を占めていたのか

うな影響を与えていたのか

―

変化を検討し，当時公有

，その割合はどのように

を明らかすることなどに



） 都市と

る。「城

立命館経済

は，中国語で「城鎮」のことを

市」には，中央政府が直接管理す
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注

指しており，「城鎮」は「城市」

る直轄市（北京，上海，天津，

と「県鎮」で構成されてい

重慶）と省・自治区レベル

の市で省

政区画と

内容と定

年の

市

常

常

保

都および省都に匹敵する都市，

して政府の批准を受けた建制鎮が

義は，社会主義中国成立以後政府

基準によって都市が規定されてい

年の都市に対する規定

政府を設置している地域，県と地

住人口 人以上で，非農業人

住人口 人以上 人以下で

養地で，医療保養人口が常住人口

地区と県が管理する中小都市が含

含まれる。これらは行政上の概

によって４回改定されており，

るが，本稿では 年規定を基

方政府の所在地

口が ％以上の居住区

，非農業人口が ％以上の居住

の ％以上の居住区

まれる。「県鎮」には，行

念である。ただし，都市の

年・ 年・ 年・

準とする。

区

この規

る。

） 住宅制

来の低家

まで引き

年から，

業・個人

の商品化

定によると， 年は都市 ，

度の改革は 年の 小平「関于

賃制度を廃止し，まず家賃を住宅

上げること，個人住宅の建設を奨

各地で実験が行われたが，都市

三者分担といった方式で実行した

と住宅積立金方式で全国に遂行し

県鎮 （ 年のデータ），

城市住宅問題と建築業問題の談

の維持管理費用まで引き上げ，

励し，住宅を商品のように扱う

住民の所得が低いことから中止

が，やはり都市住民の抵抗で中

， 年公有住宅の福祉住宅分

都市人口が 万人とな

話」によって始まった。従

将来は建設費用プラス利潤

という談話であった。その

された。その後，国家・企

止した。 年から，住宅

配を取りやめ，住宅が商品

として，

なお手届

「ローン

村から都

詳しくは

） この時

致してお

都市と重

また，

持ち家制度を急速転換した。しか

かない，低所得者はこのような状

地獄」のような状況に陥る恐れも

市へ流入した人々は都市の近郊で

白英華，西山徳明（ ）を参照

点で中国の都市住宅問題に注目し

り，本稿も部分的に引用してい

点都市）に限定されているので，

年以前に建築された旧住宅と

し，都市の一般住民は年収 倍

況にもっと無力であった。持ち

あり，実はその現象が近年現れ

スラムのような村が続々と形成

。

，推計された大量のデータは現

る。だたし，研究対象が中国の

中国の中小都市と県鎮の住宅問

年以降に建築された新住宅の

に達している「商品房」が

家制度の普及は都市住民が

つつある。この以外に，農

され，新たな問題となる。

在公表されたものとほぼ一

都市（中央と省直轄の大

題は明らかにされていない。

格差について触れると，上

海市では

％が平

） 小島麗

詳しく分

全ての経

張するの

るのは生

生産財と

し，都市

％の人口が住んでいる旧住宅

均４ 以上である。毛里（

逸は，中国都市の住宅問題を形成

析してきた。その理論は，スター

済財を生産財と消費財を分け，生

は価値論者であり，市場の存在を

産価格論者である。中国の都市で

され，市場は閉鎖され，地価も消

居民に供給されていた。計画経済

の一人当り平均居住面積が２

）を参照。

する結果となった理論・条件と

リン「社会主義における経済的

産財は商品ではなく，商品の外

前提として生産財に生産価格が

は，住宅について価値論者の理

滅させられた。 年代まで，

体制の下での実物的な福祉住宅

以下なのに対して，残りの

，これらの果たした役割を

諸問題」に依拠している。

皮をまとった財であると主

成立することを主張してい

論が主流であった。土地は

住宅は政府が計画的に建設

制度が形成されていた。ま

―

た，小島

政からの

超廉価家

もに都市

解体しつ

なわち，

はこれを支えている外在的な条件

住宅投資・建材市場の閉鎖を挙げ

賃を挙げている。この様な住宅制

のスラム形成を抑制したことであ

つある。現在中国経済は市場経済

都市の住宅商品化である。詳しく

（ ）

として，食糧配給制度・都市戸

ており，内在的な条件としては

度が果たした役割は，都市の人

る。 年以後，改革開放に伴

に移行している段階であり，住

は小島（ ）を参照。

―

籍制度・就職分配制度・財

住宅の公有制・供与住宅・

々をコントロールするとと

いこれらの制度が緩和され

宅問題もその中にある。す



年代中国にお

年代

ける「新しい住宅問題」（余）

の中国都市住宅問題

１ 経済

住宅問題を扱

が重要である。

れたかを検討し

第一次５カ年

期を分けて述べ

概況と新しい住宅問題

う場合に，経済制度とその変

したがって， 年代の経済

ていく。そのため，

計画（ ）の実行と社

ていく。

化といった経済全体との関

概況を踏まえて，どのよう

年を国民経済の回復と土

会主義改造， 年後をいわ

連を一緒に検討すること

な新しい住宅問題が生ま

地改革， 年を

ゆる大躍進の三つの時

．国民経済回

旧中国という

イパーインフ

れた。政治的統

中央，地方，軍

政府は金・銀・

物が計算基準で

復期（ ）――住宅

半植民地・半封建的社会を土

レによる経済困難を克服され

一を裏付ける経済的国内統一

隊を含む厳重な財政収支・現

外貨通貨の流通を禁止し，

ある独特な公債を発行した。

飢餓

台として作り上げられた新

，経済の回復が３年間（

がまず達成されたのである

金・物資調達の統一管理な

投機活動を摘発するとともに

これらの措置によって，国

政権において，戦争とハ

）で見事に達成さ

。人民幣による通貨統一，

どが実行された。さらに，

，「折実公債」という実

家全体の財政収支が均衡

し，通貨膨張が

営経済部門の創

脈を掌握するこ

回復を推し進め

も集中していた

れ始めた。

半封建的な経

で，都市の土地

収束し，金融・物価が安定化

設と拡大がなされた。近代的

とによって旧中国資本主義経

るための重要な物質的な基盤

都市では，生活基盤と物質基

済構造を変革するために，

については同法第 条で都市

した。外国資本・官僚資本

な工業・交通運輸・商業・

済 ％を国営経済となり，

が整えられた
）
。この過程で

礎の柱である土地と住宅が

年６月に「土地改革法」

近郊地区は別法に規定され

を没収するとともに，国

貿易・金融などの経済命

国民経済全体が再編され，

，資本主義経済がもっと

国家権力によって掌握さ

が施行された。このなか

ているとされ，政務院が

年 月 日

近郊における地

学校・団体及び

人民政府が管理

設事業の必要に

土地が国有化さ

利用の問題を減

に施行された「都市近郊土地

主の土地と余剰家屋（自己居

商工業者の農地と荒地が徴収

者となった。その目的は，都

基づき，国が自由かつ合理的

れ，それに対する投機を消滅

少させた一方，都市住宅の基

改革条例」で規定された。

住以外のもの）は没収し，祠

された。これらの土地はす

市が発展・建設の途上にあ

に土地の使用を行うためで

させ，都市の発展，工業と

礎である土地が国家に掌握

この条例によって，都市

堂・廟宇・寺院・教堂・

べて国有となり，都市の

り，工業及びその他の建

ある
）
。こうして，都市の

他の事業の自由と合理的

されたことは，将来の都

―

市公有住宅体制

都市公有住宅

宅が没収された

であった
）
。

は 万

波市では旧政

の前提となった。

について，旧政府と軍隊・反

が，その数は住宅総面積の

年の都市住宅の総面積（建

（ 万 × ％）となり

府の 万家屋が接収され，

（ ）

革命者・官僚資本・外国資

％を占め， ％が個人所有

築面積）は 万 とされ

，都市公有住宅の雛型ができ

年８月には反革命者の家 ―

本が所有していた都市住

と非国有企業と団体所有

ているので
）
，没収住宅

あがった。例えば，寧

屋 万 ，翌年には



地主 万

公有住宅の管

接管理している

立命館経済

， 年には反政府組織

理には２種類ある。一つは

住宅であり，もう一つは企業

学（第 巻・第１号）

万 が没収された
）
。

「直管公房」と呼ばれるもの

と事業体が政府資金で建設

で，政府の住宅部門が直

し，それらの労働者・職

員用としている

る。公有住宅の

都市に入った軍

安定ために，そ

このような経

革命者・官僚資

の期間の新しい

住宅である。所有権は国家に

形成は，国民経済回復ための

隊と職員・労働者などの生活

の売買・建設・賃貸は自由に

済制度・状況が激変した背景

本・外国資本等の住宅没収に

住宅問題は，「房荒」―住宅

あり，使用と管理権は住宅

物質基礎の確保と物価安定

基盤が提供された。当時，

行われていた
）
。

には，都市で土地が国有化

よって公有住宅が形成され

飢餓として現れた。 年に

部門・企業・事業体にあ

に積極的な役割を果たし，

私有住宅は経済の回復と

され，旧政府・軍隊・反

た点が寄与している。こ

北京市では都市住宅

万室のうち，

とから，民間か

に報告され，中

河北省の報告で

していた
）
。東

であり，錦州市

鞍山鉄鋼会社で

万室が機関・軍隊によって使

ら大量に買い上げたため重度

央政府からの回答では全国的

は，都市の最重要問題は「房

北地域を管轄していた東北局

は省委・省政府・軍区・鉄道

は労働者の ％，撫順鉱物

用されたが，それでも公有

の「房荒」が引き起こされ

にこのような問題が発生し

荒」であり，唐山市では８

の報告では，「房荒」が都市に

・通信などの部門で 万室

局の６万人の労働者に対し

住宅が非常に不足したこ

た。この状況は中央政府

ている事が認められた
）
。

万の労働者の住宅が不足

発生する普遍的な問題

の住宅が不足していた。

て４万人の住宅しか提供

されなかった。

年にハルビ

移転された。

案が 件以上

なった
）
。華東・

決方法が求めら

全国的に存在

．第一次５カ

公有住宅の不足分は，民間か

ン市では， 棟，

瀋陽市では，各地区の人民代

にのぼり，東北地域の他の都

華南・西南などの地域も，都

れた。

するこのような状況は「新し

年計画期（ ）――

ら補うため，民間の住宅不

の私有住宅を 元で

表大会では毎回，「房荒」の問

市でも同じ問題を抱え，公私

市の「房荒」問題が中央に

い住宅問題」であった
）
。

工業化と住宅水準の悪化

足分がさらに拡大した。

買い上げ， 世帯が

題を解決するための提

ともに「房荒」状態に

報告され，その資金・解

年から，

ンの下で経済建

いた状況から，

具体的にいえば

利気象部門が

工業は ％しか

工業総生産額が

第一次５カ年計画（

設が進められた。それは，旧

未発達な生産財工業を拡大し

，基本建設投資総額では，工

％に過ぎず，また工業内部

占めていなかった。この５年

％，農業総生産額が ％

）が実施され，「社会主義工

中国の工業のうち，消費財

て初歩的な工業体系を確立

業建設への割当率が ％

の配分では，重工業が ％を

間で，全般的に急速な経済

，国民収入が ％成長した

業化」というスローガ

工業が相対的に発達して

することが目標とされた。

であるのに対し，農林水

占めたのに対して，軽

発展が実現され，年平均
）
。基本建設投資のうち住

―

宅投資総額と

平均居住面積か

地域別でみれ

だと考えられる

河北省は

，

新築住宅（建築面積）は前の時

ら見れば， 年の

ば，資料は断片的にしか現存

。 年と 年の一人当り

から にそれぞれ減

年に まで急減した
）
。

（ ）

期より倍増したが，住宅水準

から， 年の まで

していないが，住宅水準の

平均居住面積は，北京市は

少した
）
。また，上海市は

これらの数値から，地域別に ―

については，一人当り

大幅に減少した。

悪化を理解するには有益

から に，

年 から 年に

見ても住宅水準が著し



く悪化したこと

及ぼしたためで

年代中国にお

が指摘できる。これは，工業

ある。つまり，工業化の推進

表 １

ける「新しい住宅問題」（余）

化にともなう都市化の加速

で住宅水準が悪化したと言

年代の中国都市の住宅状況

が都市住宅に悪い影響に

うことができる。

項
目

年
次

住 宅
投 資
（億元）

基本建
設投資
総 額
（億元）

住宅投
資比率
（％）
＊

総人口
（万人）

都 市
人 口
（万人）

都市人
口比率
（％）
＊＊

一人当り
平均居住
面積
（ 人）

住
積
面
（

宅総面
（建 築
積）
万 ）

住宅総面
積（居住面
積）
（万 ）
＊＊＊

新 築
面 積
（万 ）

出所 住宅投資・
総人口・都
住宅総面積
年第３期。
り重引

注 一人当り平均

基本建設投資は「中国統計年鑑」
市人口は中国国家統計局総合司「歴
と新築面積は程世撫，鄭孝燮，安永
ただし，毛里和子「４つの近代化と

居住面積は居住面積の住宅総面積

，
史統計資料彙編（ ）」 ，
瑜，周干峙「関于居住区規劃設計幾個
都市住民」『 年代の中国』日本国

都市人口によって計算

問題の探討」『建築学報』
際問題研究所， ， よ

＊ 住宅投資
＊＊ 都市人口
＊＊＊ なお原注

建築面積
１の

（ ）

．大躍進期

年からの

大規模な建設を

大した。このよ

比率とは，住宅投資の基本建設投資
比率とは，都市人口の総人口に対す
では居住面積は建築面積に を掛け
に を掛けると中国の居住面積に
平均居住面積と建築面積の比率はい
を参照

（ 年後）――住宅貧困の深

大躍進政策は，徹底的な大衆

行った。その結果，工業生産

うな経済成長を維持するため

総額に対する比である。
る比である。
，減価償却率を２％として計算して
なるとしている。 と という数
ずれも より高い，本稿では，

化

動員によって工業と農業生

額は前年比 ％， 年

には，投資の膨張と高蓄積

いる。小島（ ）によると，
字の差は壁の厚さからくる。表
を採用した。詳しくは小島

産を躍進させようとし，

には前年比 ％まで増

率が必至であった。

年の１年間だ

市人口は１億

増人口は

の工場や鉱山に

した。 年で

高増加率とな

に減少したが，

け国民所得のうち，蓄積率は

を突破し， 年の全人口に

万人となり，いずれも 年

借り出されたため，農業生産

は，基本建設投資総額が前

った。住宅投資が基本建設投

これは 年代の最低記録と

％から ％に上昇した

対する都市人口比率は前年よ

代の最高記録となった。しか

に損害を与えただけでなく

年度より 億元増加し，

資総額に占める割合は ％で

なった。 年には，

）
。表 １によれば，都

り ％増加し，都市純

し，大勢の農民が都市

，都市に新たな負担を課

その増加率も ％で最

，前の時期より極端的

年より基本建設投資総額

―

及び増加率が

合は ％しか

前の時期でも

都市人口を激増

り平均居住面積

題が軽視された

それぞれ 億元， ％増

なかった。

，住宅水準が悪化の一途を辿

させる一方で，相応の住宅投

がそれぞれ， ，

結果，住宅貧困が深化した。

（ ）

に対して，住宅投資が基本建

っていたにもかかわらず，

資を行わなかったことで，

（表 １参照）まで激減した

―

設投資総額に占める割

経済を躍進させるために，

年と 年の一人当

。このように，住宅問



２ 住宅

以上の経済状

まず， 年以

立命館経済

問題の実態

況の下で，都市の住宅問題が

前の住宅問題について，住宅

学（第 巻・第１号）

どのような形で展開したか

問題の全体的イメージを述

を実証的に分析していく。

べる。

年の上海

悪かった。南市

され，そこに多

は，工業区・

た。例えば，閘

並び， 人

まり，人口約

市では， 万の工場のうち

と呼ばれる旧市街区は，住宅

数の労働者が居住していた。

倉庫区や鉄道の周囲に形成さ

北区の蕃爪弄 戸区の場合

以上の人々がひしめき合っ

万人にのぼっていた
）
。つま

，半分以上の工場が住宅区

が木造の低層住宅で，粗末

居住条件が比較的良好だっ

れた 戸区（藁葺小屋区）など

，５ヘクタールの土地に

ていたという。このような

り，上海市では五分の一の住

域内にあり，居住条件が

な家屋や小屋かけで構成

た市中心部の居住区以外

劣悪な居住条件であっ

余りのバラックが立ち

戸区は上海で 箇所あ

民が藁葺小屋に住んで

いたことになる

北京市では，

い
）
。これらの記

び住宅の質が

な大都市はほと

を窺い知ること

質の劣悪さ，ス

。鞍山市では 万人の労働

年に労働者・職員の住宅面

述から， 年以前において

劣悪であったことが推測でき

んどスラムがあり――中略―

ができる
）
」と 年以前の住

ラム化が旧来の住宅問題であ

者・職員に対して約 万 の

積のうち 年以前に建築

は，中国都市では住宅の量

る。また，小島麗逸は当時の

―佐藤慎一氏が行った調査

宅問題について述べている

った。 年以後，上記の

住宅面積しかなかった
）
。

されたものは ％しかな

が極端に少ないこと，及

住宅問題の状況は，「主

からも貧困とスラム情況

。このような量の不足，

状況はどのように変化し

たのかを検討し

．数量不足の

年代は，

職員住宅調査

人（うち家族を

危険住宅及び居

が ％，その他

になった人数は

たい。

継続と質の問題

中国都市の住宅の数量不足

報告
）
」によれば， 年６月

持つのは ％，単身は ％）で，

住不可能が ％，数世帯一部

が ％であった
）
。この「調査

万人（ 万人× ％×

が住宅問題の中心であった。

末の時点で，労動者・職員の

労働者・職員総数の ％で

屋同居が ％，結婚してか

報告」から，都市の労働者

＋ × ％）で都市総人口

「国家統計局の労働者・

うち住宅難世帯
）
は 万

あった。その中身は，

ら長期間住宅がないもの

・職員のうち住宅難世帯

の ％であった。これ

は，労働者・職

中国都市におけ

さらに実例を

提供するという

居住面積は

った。東北総工

労働者居住状

員だけの数値であり，都市の

る住宅問題の深刻さを物語っ

見ていく。 年に鞍山鋼鉄

課題に直面していた。公有住

（廊下を含む）で，単身の

会の報告によれば，このよう

況報告では，労働者 人

住宅難世帯数はこれよりさ

ている。

工場では１万人の労働者・

宅に入居している労働者・

労働者・職員の一人当り平均

な状況は撫順と本渓でも同

のうち，瓦屋根の住宅に住ん

らに多いことが考えられ，

職員とその家族に住宅を

職員は，１世帯当り平均

居住面積は であ

じであった
）
。 都市運輸

でいる労働者・職員は

―

人（個人

で総労働者に占

者は 人，

総労働者に占

かもしれないが

いた。住宅の質

所有瓦屋根住宅は 人，総労

める割合は ％であった。

総労働者に占める割合は

める割合は ％であった
）
。

，７割の労働者が住宅のない

に関しては十分に資料が入手

（ ）

働者割合の ％。賃貸瓦住宅

藁葺小屋とアンペラがけの

％であり，無固定住宅の労

運輸労働者の都市における社

，或いは人の住める住宅と

できていないが， 年「 ―

は 人，割合 ％）

小屋に入居している労働

働者・職員は 人，

会的経済的地位は低い

はいえない住宅に住んで

北京市計委関于北京市居



民居住水平典

られた部屋に住

ている。これら

年代中国にお

型調査報告」の中で，「営房胡

んでいる。――中略――また

を総括すると，北京市では，

ける「新しい住宅問題」（余）

同，席 胡同の大部分の住民

，部屋に台所とトイレはな

住宅の質はかなり低く，

は席，葦等の材料で作

い
）
」という叙述がなされ

簡易住宅しかない， 住

宅の使用部分は

には長期間人が

次に，社会的

行では，全国の

が差し迫った

年当初，

賃貸・買入した

まったく整備されていない。

住めるものではないと思われ

経済的に地位が高いと思われ

労働者・職員の住宅は 万

問題となっていた。さらに，

商業部門の労働者・職員が約

住宅を含める）であった
）
。一人

藁葺小屋とアンペラがけの

る。

る労働者・職員の住宅状況

不足しており，北京だけ

その家族を含むと 室の

万人で住宅居住面積総面積

当り平均居住面積は

小屋という住宅は，質的

を見ていく。中国人民銀

でも 人の住宅供給

住宅が必要となった
）
。

が 万 （新築・民間

（ ／ ）であった。

一人当り平均居

では，公有住宅

この会社の基

に住んでいた
）
。

に不足している

と呼ばれる。

．住宅格差の

住面積に家族を加算すると，

のうち 世帯の家族連れ

建会社（基礎施設を建設する子

中国都市における住宅の不足

ことと質的に劣悪なことは

諸形態

さらに悪化することは明ら

労働者・職員が二世帯で一つ

会社）では， 組の夫婦が

は，これらの実例からわか

年以前にも存在していた

かである。鞍山鋼鉄会社

の部屋に同居していた。

の一つの部屋に一緒

る。都市の住宅が数量的

住宅問題で，旧来の問題

以上の数量不

１）公有住宅

居住面積の格

者・職員の一人

有住宅の

員の三分の一は

家賃の格差

める割合は

足と質の問題はさまざまな格

と民間賃貸住宅の格差問題

差について，国家統計局の調

当り居住面積は で

をも下回る。また，南京市

，一人当り平均居住面積が３

について，公有住宅に入居し

％であり，国家規定家賃の二

差をともなっていた。

査報告によれば，民間賃貸

，全国一人当り平均居住面積

の例を見ると，民間賃貸住

以下であった
）
。

ている住民一世帯の毎月平均

分の一以下である
）
。南京の例

住宅に入居している労働

（表 １）より低く，公

宅に入居した労働者・職

家賃は 元，所得に占

を見れば，公有住宅と

民間賃貸住宅の

このように公

会主義の優越性

るか，否かは労

ば，前述した実

入居した人々は

２）公有住宅

家賃格差は ％であった。さ

有住宅は，民間住宅より居住

を表し，社会主義改造に有利

働者・職員の生活に影響が及

例ように，公有住宅に入居し

それよりもっと深刻だといえ

内部の格差問題

らに，北京では２倍である

面積が広く，家賃が安い。

動くとも考えられる。しか

ぼし，不満が引き起こした

た労働者が深刻な住宅問題

よう。

）
。

公有住宅が有利なのは社

し，公有住宅入居してい

とも言える。さらにいえ

を抱え，民間賃貸住宅に

―

格差は公有住

単位・業種間

単位で公有住宅

した労働者・職

でそのうち公私

と工業単位の格

宅と民間住宅の間だけではな

の格差について，公有住宅

に入居した労働者・職員比率

員の比率の中では最も多い

合営商店は ％であった。公

差は ％である。公私合営商

（ ）

く，公有住宅内部にも存在

内部の単位・業種別（表 ２

の差は ％であった。工業

％であり，一番少ない財貿

有住宅に入居している労働

店の工業単位に対する格差 ―

していた。

）では，中央単位と地方

単位は，公有住宅に入居

（財政と商業部門）は ％

者・職員の比率は，財貿

は ％であった。一人当



り平均居住面

以上の数値から

３）階層別の

立命館経済

積から見れば，文化・教育・

，公有住宅の内部では単位・

住宅格差問題

学（第 巻・第１号）

衛生と建築・地質鉱産との差

業種間格差が存在している

は 人である。

事がわかる。

格差は職業

を下回るの

であった。これ

他の階層より

していた
）
。すな

階層の中でも存在していた。

は，労働者・職員・無固定職

に対して，科学技術者と資本

１ ほど大きい。この調査資

わち，職業階層別の住宅格差

表 ２ 年の

単位業種 公有住
の比率

表 ３において，全国の一

労働者・手工業・小売商人で

家の一人当り平均居住面積

料によれば，このような現象

が存在していた。

単位・業種別公有住宅の状況

宅の労働者・職員
（＊％） 平均居住面積（

人当り平均居住面積

，総調査世帯の ％

は全国平均より上回って，

は全国に普遍的に存在

人）

中央単位

地方単位

工業

文化，教育，衛生

農林業，水利

政府と事業単位

交通運輸，郵便通信

＊

建築，地質鉱産

財貿

財貿中公私合営商店

出所 中国社会科学院・中央档案
資産投資と建築巻）』
告」 より作成

注 ＊の数値は全労働者・職員を

表 ３ 青島市における

単位 賃
労動

館『中華人民共和国経済档案資料選
年国家統計局「労働者・職員住

占める割合

年２月末市営公有住宅各世帯職種の

金
者

職
員

科学技
術 者

無固定職
労 働 者

手工業
小売商

編（固定
宅調査報

構成

と
人 資本家

３ 住宅

これまで見て

調査世帯数 世帯

一人当り平均居住面積

出所 中国社会科学院・中央档案館
資と建築巻）』 年

より作成

問題悪化の要因

きた深刻な住宅問題の原因と

『中華人民共和国経済档案資料選編
「国家統計局の住宅変化と居住水平

して以下の諸点があげられ

（固定資産投
調査報告」

る。

―

．歴史的要因

年以前の

者の住宅面積の

働者に関する

％であっ

のうち戦争で

住宅数量の不足と質の劣悪さ

中で 年以前に建築された

調査では，無固定住宅に住む

たことはすでに述べた。長春

完全に破壊された住宅が

（ ）

，スラムの存在である。

ものは ％しかないこと，

労働者・職員は 人で総

市では 年以前 万棟の

万棟，住宅の屋根がない約 ―

年の北京市職員・勤労

年の 都市の運輸労

労働者に占める割合は

公有住宅があったが，そ

万棟であったにもかか



わらず， 年

悪いことに対し

た。

年代中国にお

時点 万棟しか修復できて

て， 年以前の長期及んだ

ける「新しい住宅問題」（余）

いなかった
）
。住宅総面積が

戦争がもたらした破壊と住

数量的に少なく，質的に

宅建設不足が影響してい

．人口の激増

表 １に示

宅総面積はわ

は 万

算するとさら

（ 万

当り平均居住

に対する住宅建設不足

されているように 年から

ずか ％しか増加していない

であった。新築面積の場合は

に減少するが，このような条

万人）となる。即ち，純

面積 より２分の１以下

年までの間に都市人口は

。純増加人口は 万人であ

建築面積を用いることが普

件を捨象して比較すると，

増加人口に対して提供した新

である。この結果は，一人当

２倍に増加したが，住

り，新築住宅の総面積

通であり，居住面積に換

一人当り平均で

築面積は 年の一人

り平均居住面積は

年より

．現有住宅の

年に取り

％であっ

波・開封・累河

住宅を取り壊

り，取り壊しと

以上減少し， 年には

利用と維持管理の不十分

壊しと老朽化によって減少

た。取り壊しと老朽化によっ

）もある。また，北京・武漢

した
）
。表 １によれば 年

老朽化によって減少した住宅

となった。

した住宅は 万 で，同

て減少した住宅が新築より多

・太原・貴陽・蘭州などの都

年の両年は，前年より

が新築面積を上回っている

年に新築された面積の

い都市（貴陽・紹興・寧

市では， 万 の

建築面積が減少してお

。住宅総面積は 年に

ようやく 年

住宅問題の悪化

．民間賃貸住

青島市では，

が低い事や家主

より民間賃貸住

．住宅所有形

住宅所有形態

の水準を回復している。この

につながった。

宅利用の不十分

年に空室となっている

になることが当時不名誉とさ

宅利用率が十分ではなかった

態

の公的所有への均一化が住宅

ように，現有住宅の利用と

民間賃貸住宅が約 室存在

れていたことなどであった

。

問題の重要な原因となって

維持管理の不十分さも，

した。その理由は家賃
）
。つまり，様々な理由に

いた。ただし，この点は

他の問題とも関

以上のように

国社会科学院・

経済の躍進によ

提供している。

で構成されてい

一方，不連続性

連しているので， で詳しく

， 年代の都市住宅問題は

中央档案館（ ，

る住宅貧困の深化という

年代の都市の住宅問題は

た。連続性の観点からは旧来

の観点からすれば，新しい住

述べることにする。

中国の経済制度の変化に大

）から，住宅飢餓，工業化

年代の新しい住宅問題の実

， 年以前から存在した

の住宅問題は 年代影響

宅問題が影響していたと言

きく左右されていた。中

による住宅水準の悪化，

態について多くの資料を

旧来の問題と新しい問題

を及ぼしていたと言える。

える。数量不足と質の劣

―

悪さという全体

重もの格差が

年の

市住宅問題は深

とができる。

状況に加えて，単位・業種別

存在していた。都市の一人当

まで 以上減少してい

刻化し，住宅状況は悪化しつ

（ ）

，公有住宅内部，公有住宅

り平均居住面積（表 １）は

る。一人当り平均居住面積

つあり， 年前後に最悪

―

と民間賃貸住宅などの何

， 年の から

という点では 年代都

の状態に陥ったというこ



） 柳随年

） 董志凱
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・呉群敢（ ）

（ ）

学（第 巻・第１号）

注

） 張泓名

） 毛里和

） 寧波市

） 劉岐

） 中共北

出所

） 中共河

） 東北局

華東，

（ ）

子（ ）

地方志編纂委員会（ ）

（ ）

京市委員会「関于北京市建房問

中国社会科学院・中央档案館

北省委員会「関于城市工作会義的

政策研究室「関于城市房産情況的

華南，西南などの地域もそれぞれ

題報告」及び，「中共中央転発

（ ）

報告」 出所 同上

調査報告」 出所 同上

のなかに，「房荒」という現象を

北京市委房荒計画的批語」

報告していた。

） 年

れるとい

化した。

） 中国国

） 中国国

） 毛里和

） 河内重

） 大阪市

以後に国営企業，政府機関や軍隊

う実物的な住宅供給制度が全国的

年代以後の住宅問題はそれ以

家統計局（ ） ，

家統計局総合司（ ） ，

子（ ）

蔵（ ）

立大学経済研究所（ ）

などに所属する労働者・職員及

に普及した。この新しい経済シ

前と性質の異なる「新しい住宅

，上原（ ）

び軍人の住宅が国家提供さ

ステムの基で住宅問題が変

問題」である。

） 蘇星

） 国務院

案館（

） 小島麗

） 国家統

で 万

有住宅に

供給した

ている労

（ ）

第五弁公室「関于職工住宅和房租

）

逸・石原享一（ ）

計局「職工住宅情況調査報告」

人の労働者・職員を調査しており

入居している職員・労動者は

住宅面積は 万 で，一人

働者・職員の割合は ％で，その

補助金問題的報告」 ，出所

．この報告では， 年６月

，そのうち単身者 万人，家族

万人，単身者 万人，家族有り

当り平均居住面積は で

内訳は単身約７割，家族有り約

中国社会科学院・中央档

末の 都市と工業・鉱業区

有り 万人であった。公

万人であった。国家が

あった。公有住宅に入居し

３割であった。出所 中国

社会科学

） 住宅難

困難（面

造・環境

均居住面

） 国家統

） 労働部

） 中華全

院・中央档案館（ ）

世帯とは，数量・質量上の困難な

積・部屋数）は，ホームレス・

・設備）は，危険住宅・悪環境・

積が４ 以下であるのが標準で

計局「職工住宅情況調査報告」

「関于福利問題的報告」 ，出

国総工会「搬運工会党組関于搬運

世帯であり，具体的に示すと以

不便世帯・狭小過密世帯のこと

設備不足の住宅のことである。

ある。出所 新家増美（ ）

出所 中国社会科学院・中央

所 中国社会科学院・中央档案

工人居住情況的報告」 ，出

下の通りである。数量上の

である。質量上の困難（構

住宅難世帯は，一人当り平

档案館（ ）

館（ ）

所 同上

―

） 北京市

されたも

は１万

） 労働部

） 商業部

） 労働部

計画委員会「関于北京市居民居住

のである。調査地域は，北京市

で， 人の 世

「関于福利問題的報告」 ，出

「関于国営商業企業職工生活福利

「関于福利問題的報告」 ，出

（ ）

水平典型調査報告」 ．この

西単区の西南地域である。総面積

帯である。出所 中国社会科学

所 中国社会科学院・中央档案

方面几個問題的報告」 出所

所 同上 ―

報告は， 年８月に調査

は 万 ，総居住面積

院・中央档案館（ ）

館（ ）

同上



） 国家統

） 周恩来

ことであ

年代中国にお

計局「職工住宅情況調査報告」

「関于労働工資和労保福利政策的

る。家賃は，減価償却費用・維持

ける「新しい住宅問題」（余）

，出所 中国社会科学院・中

意見」 ，国家規定家賃とは

管理費用で構成されている。以

央档案館（ ）

，財政部が制定した家賃の

上の費用で計算すると，一

世帯１

４ ５元

） 蘇星

） 国家統

（ ）

） 東北局

（ ）

） 国家統

（ ）

当り一カ月平均家賃は 元で

となる。これは所得の６ ％で

（ ）

計局「 年我国都市住宅増減

政策研究室「関于城市房産情

計局「 年我国都市住宅増減

，各世帯の居住面積を

あり，平均して８％である。出

変化和居住水平」 出所 中

況的調査報告」 出所 中国

変化和居住水平」 出所 中

とすると，毎月の家賃は

所 同上

国社会科学院・中央档案館

社会科学院・中央档案館

国社会科学院・中央档案館

） 出所

本章では，

案・史料・地方

同上

住

年代の都市住宅の所有関

誌等の一次資料を基づいて検

宅の所有状況

係はどのような変化したか，

証し，公的所有への均一化

現在刊行されている档

が進展したことを明らか

にする。

１ 各所

．都市全体の

国家統計局

（建築面積）が

公有制所有形

有形態の構成

住宅所有構成

の「住宅変化と居住水平調査

億 であり，新築した住

態が新築した住宅総面積（建

報告
）
」によれば， 年末で

宅総面積（建築面積）は

築面積）は 万 で，私

は 都市で住宅総面積

万 であった。また，

有制は 万 ，公

私共有制は

まで，全都市で

公私共有制が

前述したよう

国有企業と団体

に増加していた

加傾向にあった

の具体的な形態

万 であり，その割合は

は住宅総面積（建築面積）に

万 であり，その割合は

に，公有住宅は 年に住宅

所有であった。 年は

と考えられる。また，

。同じ期間で，公私共有住宅

は後に述べる。私有住宅が

それぞれ ％・ ％・

ついては公有制が 万

それぞれ ％・ ％・

総面積の ％を占め，その

％（表 １）であり，この

年にも公有住宅の住宅

が住宅総面積に占める割合

年の ％から 年

％であった。 年末

，私有制が 万 ，

％である
）
。

他の ％は個人所有と非

期間は公有住宅が一方的

総面積に占める割合は増

は ％以下であった。そ

％まで３割ほど減少した。

―

総じて見れば，

占め，公有住宅

年までは，私有

年の都市

小都市となって

私有住宅は減少傾向を示して

も伸びていたが，私有住宅の

住宅が住宅所有の主体であっ

規模別所有構成をみると，公

いるに対して，私有住宅は小

（ ）

いるにもかかわらず，

占める割合より５％以上少

た。

有住宅と公私共有住宅は多

都市，中都市，大都市とい

―

年には５割以上を

なかった。つまり，

い順に大都市，中都市，

う逆の順になっていた。
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表 １ 年

住宅総面積
（建築面積）

公有
％

私有
％

学（第 巻・第１号）

年の都市住宅の所有形態と居住面積

公私共有
％

合計
％

平均建築面積
人

平均居住面積
人

全都市

全都市

大都市

（ ）

中都市

（ ）

小都市

（ ）

出所 中国社会科学院・中央档案
投資と建築巻）』

， より
原注 ＊ 年は 都市中の

める割合は約 ％である。
＊＊ 年の数字は 都市を
＊＊＊都市人口 万人以上は
以下は小都市（ ）。なお
帯 人で計算した）

注 この資料は， 年の
分析する際にこの資料を主と

館『中華人民共和国経済档案資料選
，国家統計局「住宅変化と居住水
作成
都市の資料から推計されたものであ

対象にした調査で，総都市の１ ３弱
大都市（ ）， 万 万人は中都市
，調査対象は労働者とその家族（家族
万人である。
期間では最も価値のある資料だと思
する。

編（固定資産
平調査報告」

る。総数に占

である。
（ ）， 万人
の数値は毎世

われるため，

．杭州市と上

年代の住

ていく。杭州

と街道委員会

２）のように占

は全て建築面積

屋と住宅面積

住宅が市全体の

海市の所有構成

宅の所有関係について，より

市では， 年 月に政府の

が， 人の合同作業組を作

められる。 年において私

を指す。以下同）はそれぞれ

に対して，それぞれ ％，

総家屋面積ならびに住宅面積

具体的に検討するために，

諸機関（税務局，工業局，商業

って私有家屋の状況を調査し

有家屋と住宅の総面積（杭州

万 ， 万 であ

％を占めていった。これ

に占める割合は， ％，

杭州市と上海市の例をみ

局，公安局，裁判所など）

た。調査結果は（表

市の調査では，「面積」と

り，杭州市全体の総家

に対して，公有家屋と

％であった。

出所

表 ２

公有家屋

総面積（ ） 住宅面積
（ ）

総面積
（ ）

＊＊

（ ） （ ） （

杭州市地方志編纂委員会『杭州市誌

年杭州市家屋の所有形態と構成

私有家屋

住宅面積
（ ）

家屋
建築
（

） （ ）

「第４巻」』中華書局 ，

（単位 万 ，％）

の総＊
面積
）

住 宅
建築面積
（ ）

（ ）

より作成

―

注 ＊

統
す
主
つ
＊

この調査では，公有・私有の所有のみ
計資料の分析から，公有家屋と私有
るので，公私共有の家屋は調査中に分
義改造のために行われたもので，公有
まり，公私共有のなかで公有と私有の
＊公有住宅面積は，総家屋面積に

（ ）

を分けており，公私共有という所有形
家屋の総面積の合計は 万 で
けられたと推理した。また，この調
と私有のみの関係についてはっきり
部分が分けられていた。
％を掛けた数値である。

―

態の区分がないが，
家屋の総面積と一致
査は私有住宅の社会
区別したと思われる。



総

年代中国にお

表 ３ 年

公有家屋

面積（ ） 住宅面積（ ） 総面

ける「新しい住宅問題」（余）

上海市家屋の所有形態と構成

私有家屋

積（ ） 住宅面積（ ）
家屋の
面積（

（単位 万 ，％）

総
）

住 宅
面積（ ）

出所

注

上海市の状

年時点で

（ ） （ ）

中共上海市委統戦部・党史研究室・
社会主義改造的初歩規劃」『中国資

， より作成。
家屋のうち，公私合営企業が所有家屋
面積には換算していない。

況は（表 ３）にまとめられ

私有家屋が総家屋・住宅面積

（ ） （ ）

市档案館「上海市房地産管理局関于
本主義工商業的社会改造「上海巻」』

は ％で，主に工場の建物と商業用

る。中国において最大の人口

（すべて建築面積である。以下

（ ）

私人占有出租房屋
中国党史出版社，

店舗である。住宅

を擁する上海市では，

同）に占める割合は，そ

れぞれ ％，

私有家屋・住宅

割未満であった

の所有状況を分

有住宅が住宅所

２ 私有

％であり，公有家屋のそ

が全面積に占める割合はいず

。前述の全都市所有状況では

析した結果，この事実を裏付

有の主要部分を構成していた

住宅の国有化

れよりも４割以上多い。

れも６割以上にあり，公有

，私有住宅５割，公有住宅

けられると考えられる。つ

。

年に杭州市・上海市の

家屋と住宅がいずれも３

４割未満である。両都市

まり， 年までは，私

第一次５カ

義国有化「社会

が 年に基本

率は，全人民

営経済が ％

背景のもと，

相当する建築面

うに行われたか

年計画（ ）を通じて

主義改造」が行われ，農業，

的に完了した。 年と

所有制経済が ％から

から ％にそれぞれ上昇した

年１月から都市の私有住宅

積１億 の民間賃貸住宅が

，それが住宅問題にどのよう

，社会主義に移行するため全

手工業及び資本主義工商業

年を比べると，各所有制経

％に，集団所有制経済が ％

。社会主義共有制経済は

の社会主義改造も実行され

改造されている
）
。都市住宅の

な影響を与えたかについて

業種をわたって社会主

に対する社会主義国有化

済が国民所得に占める比

から ％に，公私合

％に達した
）
。このような

， 年までに約７割に

社会主義改造がどのよ

検討する。

まず，都市住

は中央第２弁公

准した。この中

義工商業の改造

するとしていた

で一，二年内

り上げ，分配と

宅の社会主義改造について，

室が提出した「関于目前城市

では，私有住宅の社会主義改

に相応しなければならず，原

。都市私有家屋は「国家経租

に完遂する
）
という指示であっ

維持管理し，家主に一定の

政府の政策を見ていく。

私有房産基本状況及進行社

造は，国家が当時進めてい

則として資本主義工商業の

」と「公私合営」などの方

た。「国家経租」とは，国家が

期間内に合理的な利潤（固定な

年１月 日，中共中央

会主義改造的意見」を批

た社会主義建設と資本主

改造と同様の政策を実行

式で「贖買」という方法

私有家屋を統一的に借

租金）をあたえ，「公私

―

合営」とは，

私合営房地産会

分配）で所有者

次に，都市に

私有家屋と住宅

査が全国的に

私営房地産会社と大きな（各

社を設立して改造を行う
）
と

に補償する。

おいてどのように私有家屋が

の状況を見ていく。この年，

行われたが，ここでは杭州市

（ ）

地の事情によって決定される）私

いう方式であった。「贖買」と

社会主義改造されたのかを

私有家屋を社会改造するた

と上海市を中心に検討する。 ―

有家屋所有者には，公

は現金（家賃収入と利潤

検討する前に， 年の

めに私有住宅に関する調

（表 ４）によれば，上



海市では賃貸私

％であった

占める割合が
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有家屋が 万 ，全家

。賃貸私有住宅は 万

％であった。上海市では，

学（第 巻・第１号）

屋に占める割合が ％，

，全住宅面積に占める割

賃貸家屋と住宅が私有家屋

私有家屋に占める割合が

合が ％，私有住宅に

と住宅の７割以上，最も

重要の位置を占

年 月 日

成した。その中

会社と 戸の

屋のうち，

国営房地産会

するというもの

めており，私有家屋の社会主

，上海市房地産管理局は「関

身は， 戸（表 ４）の

房地産資本家に対して「公私

戸を借り上げ商人から， 戸

社に代替し，また 以下

であった。このような方式

義改造の鍵であったことが

于私人占有出租房屋社会主

以上の家屋を所有し

合営」を行い， 以上

を房地産会社から一律に「国

の賃貸家屋については，家賃

で，上海市では賃貸家屋の

指摘できる。そのため，

義改造的初歩規劃」を作

ている 戸の私有房地産

未満の賃貸家

家経租」の方式で地方

を統制し，管理を強化

％， 万 を社

会主義改造する

実行段階に移さ

月まで私有家屋

が 億元，土

合営の上海房地

たことで，社会

社 戸，借り上

予定であった。これは，私有

れている。 年１月に私有

の資産評価をした結果，房地

地価額が 億元，残りは

産会社を設立するとともに，

主義改造の実行組織ができた

げ商人 戸，紹介商人 戸

家屋面積の ％に当たる

家屋の社会主義改造の宣伝

産の全産業の資産総額は

未収租金及びその他であっ

各地区で公私合営房地産会

。 年の実績は以下の通

，私有賃貸家屋 以

）
。この計画は， 年に

運動を行い，４月から９

億元で，このうち家屋

た。同年 月１日に公私

社と業務所をスタートし

りである。私有房地産会

上の個人 戸であり，

清算価値 億

息を一律５％

万元，そ

営」が社会主義

しかし，

れた。それは

会議を二度開き

する規定の時

元，合計 万 の家屋が

で支払う様定められた。ちな

のうち家主に支払われた固定

改造の主要な形式であった
）
。

年からの大躍進運動によって

， 年１月と６月に国家第

，中共中央の「関于目前城市

限が守れないことを反省した

「公私合営」の形で改造された

みに 年の上海房地産会

利息額は 万元であった。

，私有家屋の社会主義改造

二商業部（房地産を管理する当

私有房産基本状況及進行社

上で，都市では 以上の

。また，家主に固定利

社の租金（家賃）収入が

この時点では，「公私合

を大躍進する行動が取ら

時の機関）が房地産工作

会主義改造的意見」に関

私有賃貸家屋を「国家

経租」で同年９

務に対して具体

上海市では，

し， 万元余

は 万 ，

万 ，

杭州市では，

月に私有賃貸家屋の社会主義

的にどのような行動を取った

以上の私有賃貸家屋

りを家主に固定租金として支

年 万 であった。

総私有賃貸家屋に占める割合

年７月７日に「関于貫徹

改造を完遂させることを決

かを，上海，杭州，寧波市

主 戸，面積 万 を

払った。また， 年から

上海市で社会主義改造した

が ％であった
）
。

杭州市私人出租房屋社会主

定した。各都市がこの任

を中心に検討する。

「国家経租」の形で改造

年まで改造した家屋

私有賃貸家屋の合計は

義改造方案」を公布し，

―

同月 日に杭

する地主と工商

間で，私有賃

家屋主（ 万

州市私人出租房屋社会主義改

業者の賃貸家屋および非居住

貸家屋主 戸，面積 万

戸）と面積（ 万 ）に占

（ ）

造委員会を設立した。賃貸家

用家屋を社会主義改造し，
）
を「国家経租」で改造した

める割合（表 ５）は

―

屋 以上，を所有

８月までのたった１カ月

。これが，総私有賃貸

％， ％であった。



賃貸

年代中国にお

表 ４ 年上海

私有家屋
＊

ける「新しい住宅問題」（余）

市私有賃貸家屋の所有形態と構成
（

賃貸私有家屋の所有者規模別
＊＊

単位 万 ，％，戸）

＊＊＊

家屋面積

出所 中
義

注
いる

＊

＊＊

以上

住宅面積 戸数 総面積 比率
＊＊＊

共上海市委統戦部・党史研究室・市
改造的初歩規劃」『中国資本主義工商
より作成
＊ 以上の家屋を所有してい
。
＊＊ 以上の家屋を所有してい
＊＊ 以下の家屋を所有してい
＊＊各項目の面積と私有家屋面積の比

以上

＊
戸数 総面積 比率 戸数

档案館「上海市房地産管理局関于私人
業的社会改造「上海巻」』中国党史出

る 戸の房地産会社と 戸の房地産

る房地産会社と房地産主で構成されて
る房地産会社と房地産主及びその他で
率である。

以下

総面積 比率

占有出租房屋社会主
版社 ，

資本家で構成されて

いる。
構成されている。

寧波市（表

「国家経租」の

になった。

以上の３都市

いたが， 年

短い時間内で強

年８月の

６）では，公有住宅の面積

家屋面積と総家屋に占める割

の社会主義改造は， 年に

には「国家経租」で

行された。その結果，杭州

％から ％まで４倍ほ

（建築面積以下同）と比率が僅

合は 万 ， ％から

「公私合営」で房地産会社

以上の私有賃貸家屋主に対し

市（表 ２）での公有住宅が

ど増加したのに対して，私

かに増加したのに対して，

， 万 ， ％

と大家屋主を対象として

て，大躍進的な方法で

総家屋に占める割合は，

有家屋が総家屋に占める

割合は ％

家屋の ％

中央によって制

あったが，

り， 年から

形態から，均一

年から，

な均一的な所有

から ％まで急減した。上

を示していた。寧波市で私有

定された政策は， 年に達

年以降，私有家屋の社会主義

は公有住宅が住宅所有形態の

的な公有住宅に変革された過

このようにして公有，私有，

形態に収斂された。つまり，

海市で私有賃貸住宅の９割

賃貸住宅も５割以上減少した

成された。 年まで私有

改造は大躍進政策によって

主体となりつつあった。こ

程であり，所有形態が均一

公私共有といった多種な所

個人は住宅の所有から排除

が改造され， 年の総

。こうして， 年に

住宅が住宅所有の主体で

急激に変えられた。つま

れは，従来の多様な所有

へと収斂していった。

有形態から，公有のよう

された。都市での住宅の

私的所有は強制

周知のようにそ

住宅はおろか，

投資は政府投資

理に対する積極

的に除去され，住宅としての

の時期厄介のものであった。

居住している住宅の修理・維

に寄らざる得なく，さらに，

性が失い，住宅の老朽化が加

表 ５ 年杭

資産価値はおろか，家主と

個人は住宅建設に対する積

持にすら消極的になった。

個人は住宅投資おろか，居

速させた。

州市私有賃貸家屋の所有形態と改造
（単位 万 ，％，万

いう階級になった場合は

極性を失っていた。新築

その結果，都市住宅への

住している住宅の維持管

戸）

―

面積

出所 杭州市地方志編纂
，

（ ）

家屋 住宅

戸数 面積

委員会『杭州市誌「第４巻」』中華書
より作成

―

局
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表 ６ 年

公 有 私
＊

学（第 巻・第１号）

後寧波市家屋の所有形態変化

有 国家経租

（単位 万 ，％，）

公私共有とその他

＊＊

出所 寧波市地
注 ＊比率はす

＊＊寧波市は
年に

しかし，現在

によれば，北

面積 比率 面積

方志編纂委員会『寧波市誌「上」』中
べて総家屋に占める割合である。

年８月から私有家屋に対して社
以上の私有賃貸家屋 万 を

公表されている資料，地方

京市について数十部屋の賃貸

比率 面積 比率

華書局 ， より作成

会主義改造を行い， 月に完成した
改造した。

誌によって分析したもの以外

部分を所有していたために大

面積 比率

が，華僑の家屋については，

に，例えば小島（ ）

家主（房産主）と規定さ

れた者は，自己

ために小家主

を取得すること

所有権が認め

入しなければな

居住部分を除いた全てを没収

（房東）と規定された者は，自

を認められた。自己居住部分

られた。ただし，住宅所有者

らなかった
）
という聞き取り調

された。 部屋までの

己居住部分を私有することと

のみを所有する者は，その

は中国人民銀行に年一回，不

査があった。

注

賃貸部分を所有していた

賃貸部分について家賃

部屋数の多少に関係なく

動産税（房地産税）を納

） 国家統

も述べら

科学院・

） 計算方

公有

私有

公私

「国家

計局「 年我国城市住宅増減変

れている。 都市の住宅建築面積

中央档案館（ ）

法

年の 都市で新築された住宅建

新築 万 × ％＝

新築 万 × ％＝

共有新築 万 × ％＝

統計局の住宅変化と居住水平調査

化和居住水平」。この中で，

は推計されたものであり，総数

築面積の所有別

万

万

万

報告」によれば， 年内に

年末の 都市の住宅情況

の３％であった。中国社会

年 都市の老朽化及び取

り壊され

の住宅建

の調査資

公有

私有

公私

た住宅建築面積は 億 で

築面積は約 （ 億

料では， 都市の住宅建築面積は

年の 都市での住宅建築面積の

住宅｛（ 億 × ％＝

住宅｛（ 億 × ％＝

共有｛（ 億 × ％＝

， 年末の約 ％であった。

％）億 であった（ただし

推計されたものであり，総数の

所有別

億 ）－ 億 ｝＝

億 ）－ 億 ｝ ＝

億 ）－ 億 ｝ ＝

すなわち， 年 都市

，誤差は ％である）。こ

３％であった。

億

＝

億

＝

億

―

） 工業総

％に

） 馮宗栄

） 中共中

意見」中

生産額では全人民所有制工業，集

達した。商業では社会主義共有制

（ ）

央「中共中央が中央第２弁公室批

共中央統戦部，中共中央党史研究

（ ）

団所有制工業と公私合営経済に

経済が ％に達した。詳しく

転「関于目前城市私有房産基本

室，中共中央档案館（ ） ―

＝

よる社会主義共有制工業が

は柳随年，呉群敢（ ）

状況及進行社会主義改造的



） 中央第

） 上海市

年代中国にお

２弁公室「関于目前城市私有房

房地産管理局「上海市房地産管理

ける「新しい住宅問題」（余）

産基本状況及進行社会主義改

局関于私人占有出租房屋社会主

造的意見」出所 同上，

義改造的初歩規劃」中共上

海市委統

） 上海市

上，

） 同上，

） 杭州市

） 小島

戦部，中共上海市委党史研究室，

房地産管理局党史資料弁公室「上

地方志編纂委員会（ ）

（ ）

上海市档案館（ ）

海市房地産管理局関于私人占有

お わ り に

出租房屋社会主義改造」同

これまで確認

いた。

１）新しい問

人（合理的利潤

社を設立し，年

に提出した。中

してきた 年代の都市住宅

題として登場した「房荒」に

を獲得し，出資金の引き上げを

間２万戸の住宅を建設し，販

央は直ちに承認し全国都市で

問題に対応するために，以

対して 年に北京市では

認める）の出資１千万元により

買と賃貸で公的機関と労働

北京市の公私合営的な房地

下の諸政策が展開されて

，市財政・人民銀行・個

公私合営的な房地産会

者に提供する計画を中央

産会社を設立し「房荒」

問題を解決に努

の総面積（建築

職員住宅とし

た
）
。

２）差し迫っ

励してきた。

建設
）
」である。

力するように指示した
）
。国

と居住面積）は 年に拡大に

て 戸の曹楊新村が建設さ

ている深刻な住宅問題を解決

その具体的な政策は，「自建公

家が住宅投資（表 １）大幅

転じている。このうち，

れたのをはじめ，全国にこの

するために，国家は個人が

助」・「公建民助」・「民建互

に増加させた結果，住宅

年に初めての労働者・

ような新村が建設され

住宅を建設する方法を奨

助」・「自力調達，自力

「自建公

らの補助を

政府による

の場合，公

援助を行

労働者・職

鉄道・石

助」とは，個人が資金・資材

受け，自らの労働を投入して

用地の統一分与と，統一的な

共施設については政府が負担

う。このような方法で，青島

員が政府から割り当てられた

炭・紡績などの部門では「自
）

の一部を自分で調達し，これ

現在住んでいる住宅を立て

設計に従って自力で住宅を

し，所属機関や企業が資金

市国棉六廠（国営棉紡績第六工

土地に住宅を建設した
）
。ま

建公助」の方式で 万 の

に所属の機関や企業か

直す方式である。または，

建設する方式である。こ

・資材・運送などの面で

廠）は 年に 人の

た， 年 年まで，

住宅を建設し， 万世

―

帯の労働者

「公建民

所有者であ

る住宅の改

理的に価格

宅を新築し

・職員に住宅を供給した。

助」とは，居住中の公有住宅

る住宅管理部門あるいは所属

築・増築を行う方式である。

計算され清算される。これ以

，その人に優先的に分配する

（ ）

に破損があった場合，資金の

機関や企業の資金調達を一

この場合に投じられた自己

外に，一部の個人資金を吸

が，所有権は政府に属する
―

一部を自分で調達し，

助として現住居住してい

資金や労働力は，後に合

収して住宅管理部門が住

という方式もある。立て



替えてもら

会社が資材

順・本渓も
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った個人資金は，数年間内に

と労働力を提供し，労働者

このような方式で住宅を建設

学（第 巻・第１号）

返還ないしは清算する。鞍

が公休日に 戸の簡単な住

した
）
。

山鋼鉄会社では 年に

宅を建設した。また撫

「民建互

運輸労働者

を建築した

た。

「自力調

建設するこ

３）企業は，

助」とは親しい友人が助け合

が毎月の給料の ％を住宅

。商邱市では，同じ方法で

達・自力建設」とは，全ての

とである
）
。

企業奨励基金と福利基金（こ

って住宅を自力で建設するこ

資金として九カ月間で 億元

戸の住宅を建設し， ％の

資金・資材・施工を自力で受

の二つの基金は労働者の賃金総

とである。蚌埠市では，
）
を貯蓄し， 戸の住宅

労働者に住宅を供給し

け持ち，マイホームを

額に対して一定比率に基づ

いて計算される

住宅建設用資

いた。また，福

に向けて努力し

年代の中

めに引き起こさ

した後に生じた

）で住宅を建設してきたが，

金が占める割合は 年の

利基金も減少していた
）
。こう

ていた。このことは，深刻な

国の都市住宅問題は，住宅飢

れた住宅貧困の深化と捉えら

新しい住宅問題である。これ

紡績部と交通部の資料から，

％， 年の ％， 年

して，国家・企業・個人が

住宅問題を解決するのに大

餓，工業化による住宅水準

れることができる。これら

に対して，住宅の絶対的な

企業奨励基金のうちに

の ％で毎年減少して

協力して住宅問題の解決

きな役割を果たした。

の悪化，大躍進政策のた

の問題は，新中国が成立

数量不足と質的な劣悪さ

というのは，そ

と言うことが出

このほか，都市

た。都市人口の

の住宅問題をさ

題に限ってみれ

経済制度の変化

性と不連続性の

れ以前の時期から引き継がれ

来る。つまり， 年代の住

規模別，単位・業種別，公有

増加・住宅投資の不足・老朽

らに悪化させた要因である。

ば，連続性の側面があり，そ

に伴って新しい住宅問題が生

両側面からとらえることが重

ている問題であった。これ

宅問題は新しい問題と旧来

住宅内部等の多重の住宅格

化の進行・賃貸住宅利用の

中国現代史のとらえ方に関

れは旧来の住宅問題として

じたが，これは不連続性の

要だと考える。 年代は

らの問題は，旧来の問題

の問題が存在していた。

差によって構成されてい

不充分などは， 年代

連して述べると，住宅問

現れた。これに対して，

側面である。即ち，連続

国家・企業・個人が協力

して住宅問題の

私有，公私共有

斂されていき，

） 中共北

所 中国

解決に向けての努力がなされ

といった多様な所有形態が，

そのことが 年代以降の住

京市委員会「関于北京市建房問

社会科学院・中央档案館（ ）

ていた。しかし，公私合営

年代を通じて公有とい

宅問題に深刻な影響を及ぼ

注

題報告」及び，「中共中央転発北

・国家経租を含め，公有，

う均一的な所有形態に収

したと考えられる。

京市委房荒計画的批語」出

―

） 国家統

） 銭衛中

について

） 労働部

） 国務院

） 同上，

計局「関于我国的房屋建築面積

（ ） 「自建公

の説明は，この中から引用した。

「関于福利問題的報告」 ．中

第五弁公室「関于職工住宅和房租

（ ）

和造価問題」 中国社会科学院

助」・「公建民助」・「民建互助

国社会科学院・中央档案館（

補助金問題的報告」 ．同上

―

・中央档案館（ ）

」・「自力調達・自力建設」

）

，



） 当時は

する。即

） 中華全

年代中国にお

旧人民元で， 年から旧人民元

ち現在の人民元に換算すると

国総工会「搬運工会党組関于搬

ける「新しい住宅問題」（余）

が廃止された。旧人民元の１万

元となる。

運工人居住情況的報告」 中

元は新人民元の１元と換算

国社会科学院・中央档案館

（ ）

） 国家統

（ ）
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